
環境人材育成のための大学教育プログラム開発・実証委員会開発・実証委員会 

全体委員会 議事概要 

 

■と き：平成24年２月14日（火）10:00～10:20 

■ところ：大阪府立大学 中百舌鳥キャンパス Ａ１棟３階 大会議室 

■出席者：府立大学：奥野、安保、辻田、正木、今井、高橋、竹内、小崎、前川、山本、高見沢 

関係行政機関等：山本、吉田、加藤、真瀬、辻尾、信定、木村、中村、 

プログラム開発・実証コア教員：大塚、横山、北宅、津戸、杉山 

対外機関とのコーディネーター：前田、小林 

事務局：中野、北田、川路、増垣（記）           計 30名（敬称略） 

■議事次第 

１．開会挨拶 

２．平成23年度開設科目の状況 

３．関連した取り組み 

４．今後の予定 

■配布資料 

資料１：開発・実証委員会設置要綱 

資料２：プレゼンテーション資料（本議事概要に添付） 

 

■議事概要 

○奥野学長が議長役となり開会 

 

○（大塚・工学研究科教授/エコサイエンス研究所長）平成23年度開設科目の状況等を説明 

・環境省からの補助事業を開始して最終年度となった。 

・平成23年度後期の学部「環境学と社会科学への招待」は全学部から125名の履修があり、

前年比＋49名であった。 

・学部「自然環境学概論」は、履修生が48名で、看護学部と総合リハビリテーション学部を

除く５学部から履修があり、前年比は＋33名であった。 

・全学の学生に履修してほしいという所期の目的は概ね達成した。 

・大学院「環境コミュニケーション特論」は、工学研究科、生命環境科学研究科から履修生が

17名あり、前年比は＋５名であった。 

・平成23年度に新しく開設した学部「環境活動演習」は、11名（工３、生命２、理１、人

社４）の履修があり、４班にグループ分けをして、それぞれ学内外で、環境イベント、大学内

の外来生物の進入状況と対策、アライグマの侵入状況調査、小学生へのエネルギー環境教育の

活動を行った。履修生の中には、大学院で「国際環境活動プログラム」を取りたいという学生

が複数いる。 

・大学院の「国際環境活動特別演習」は、11 名（工 10、生命１）の履修があり、３班にグ

ループ分けをして、平成 23 年８～９月にベトナム・ハロン湾で、小学生に対する環境教育、

マングローブ植林、水質汚濁の調査を行った。 

・平成23年 11月 19日には、学部と大学院の合同発表会を開催したところ、学部生、大学



院生が活発な質疑応答、意見交換を行った。 

・副専攻「環境学」の講義３科目は、堺市の「堺エコロジー大学」専門コースとの連携講座に

しており、合計20名の方々が受講された。「環境学と社会科学への招待」が13名、「自然環

学概論」が12名で、両科目とも受講されたのが５名であった。熱心に受講されていた。 

・内閣府のカーボンマネジャー実証事業については、平成23年９月～11月に実施した。９

月に研修プログラムとして講義を行い、修了テストも実施した。10～11 月にはインターン

シップを行い、長期にデータを収集して分析する研修生もいた。 

・環境人材育成のための枠組みとして「大阪湾環境再生研究・国際人材育成コンソーシアム」

を設立する動きがあり、準備会議が始まった。 

・環境省の事業としては、教育プログラムのマニュアルを作成することとなっており、現在、

その作成を進めている。また、環境省の委員会からは、環境人材育成教育プログラムの修了生

に対するフォローアップという宿題を課されており、今後、修了生のネットワーク化と卒業後

のスキルアップの機会の設定することとなる。 

 

○奥野学長まとめ 

・最後の開発・実証委員会となった。 

・環境人材育成のための教育プログラムについては、開設して２年目を終了したが、23年度

からスタートした演習科目（学部、大学院とも各１科目）も含め、新しく開設した７科目は、

順調に推移していると判断される。また、学部は 11 名（卒業対象は７名）、大学院は 11 名

が修了し、第1期生が誕生する。 

・関係者のこれまでの尽力に対して、厚くお礼申し上げるとともに、今後については、さらな

る努力をお願いする。 

・「堺エコロジー大学」との連携講座については、20 名の市民が受講し、本学の学生よりも

熱心に受講していたとの報告も聞いている。 

・内閣府が公募したカーボンマネジャー事業については、育成講座が終了し、府立大学の研修

プログラムを修了したという「修了証書」は、来月、私から授与する予定である。 

・大学としての環境資格の授与、留学生に対する環境人材育成教育プログラム等については、

大阪湾の環境再生研究とも併せ、他大学と連携する動きも開始している。 

・本委員会としては、これまでの取り組みを了承するが、引き続きこのあと、小委員会で意見

交換、情報交換を図り、議論を深めてほしい。 

・その小委員会をもって、３年間、続けてきた本開発・実証委員会の役目は終了することとす

る。今後は、別の形で必要な検討、調整を続けていく。 

 

以 上 

 







 


